
　

平
成
11
年
「
男
女
共
同
参

画
基
本
法
」
が
制
定
さ
れ
、

男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現

が
21
世
紀
の
日
本
社
会
を
決

定
す
る
最
重
要
課
題
と
位
置

づ
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

当
町
で
も
職
場
、
地
域
、

家
庭
な
ど
社
会
の
あ
ら
ゆ
る

場
で
、
町
、
町
民
、
事
業
者

等
が
協
働
し
て
男
女
共
同
参

画
を
推
進
し
て
い
く
た
め
、

こ
の
条
例
で
必
要
な
事
項
を

定
め
て
い
ま
す
。

　

平
成
21
年
１
月
か
ら
、
産

科
医
療
補
償
制
度
が
始
ま
り

ま
す
。
こ
の
制
度
は
、
分
娩

に
関
連
し
て
障
害
を
負
っ
た

児
及
び
家
族
の
経
済
的
負
担

を
補
償
す
る
こ
と
や
、
産
科

医
療
の
質
の
向
上
を
目
的
と

す
る
も
の
で
す
。

　

こ
の
制
度
の
開
始
に
伴
い
、

現
在
35
万
円
支
給
さ
れ
て
い

る
出
産
育
児
一
時
金
が
38
万

円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

　

授
業
料
等
の
値
上
げ
や
経

済
状
況
の
変
化
に
対
応
す
る

た
め
、
平
成
21
年
４
月
か
ら
貸

付
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

　　

今
回
の
改
正
で
は
、
現
在

福
祉
棟
入
館
料
で
、
窓
口

払
い
と
券
売
機
支
払
い
の

端
数
処
理
で
誤
差
が
生
じ

て
い
る
こ
と
の
是
正
と
、

町
内
・
町
外
同
一
だ
っ
た

料
金
に
、
新
た
に
町
外
利

用
者
の
料
金
の
設
定
を
し

ま
し
た
。

　

平
成
21
年
４
月
か
ら
町

外
の
利
用
者
は
、
１
回
の

入
館
料
が
小
人
（
小
学

校
児
童
）
は
３
０
０
円
、

大
人
（
中
学
生
以
上
）
は

　　

乳
幼
児
医
療
費
は
、
現
在

対
象
は
就
学
前
ま
で
と
な
っ

て
い
ま
す
が
、
認
定
の
際
に

所
得
制
限
が
あ
り
、
か
つ
初

診
料
な
ど
の
自
己
負
担
分
は

５
０
０
円
と
な
り
ま
す
。

　

町
内
の
一
般
の
利
用
者
に

つ
い
て
は
変
更
あ
り
ま
せ
ん

が
、
障
害
者
の
う
ち
小
学

生
以
上
18
歳
未
満
の
方
は
、

２
０
０
円
か
ら
１
０
０
円
に

改
正
さ
れ
ま
す
。

定
額
を
支
払
う
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

今
回
の
改
正
で
、
就
学
前

の
乳
幼
児
の
通
院
及
び
入
院

に
か
か
る
自
己
負
担
分
を
町

が
負
担
し
ま
す
の
で
、
平
成

21
年
４
月
か
ら
は
医
療
費
は

無
料
と
な
り
ま
す
。（
た
だ

し
、
所
得
制
限
制
度
は
残
り

ま
す
。）

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
は

制
度
開
始
後
、
国
の
制
度
、

運
用
の
見
直
し
が
行
わ
れ
、

こ
の
た
め
検
討
課
題
が
多
く

残
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
議

員
の
任
期
を
２
年
間
延
長
す

る
も
の
で
す
。

　

工
場
等
設
置
奨
励
に
関
す

る
条
例
で
は
、
町
内
の
事

業
所
が
工
場
等
の
新
設
及

び
増
設
を
行
い
、
産
業
の

振
興
と
雇
用
の
促
進
を
図

り
、
町
政
の
発
展
と
福
祉

の
増
進
を
図
っ
た
こ
と
に

対
し
、
課
税
免
除
が
適
用

さ
れ
ま
す
。

　

新
設
は
３
年
間
、
増
設

は
２
年
間
課
税
免
除
さ
れ

ま
す
。

負
担
金
の
率
は
、
共
通
経
費

の
状
況
や
、
地
方
交
付
税
の

算
出
基
礎
が
75
歳
以
上
で
あ

る
こ
と
な
ど
か
ら
、
均
等
割
、

高
齢
者
人
口
割
、
人
口
割
そ

れ
ぞ
れ
の
率
を
変
更
し
ま
し

た
。

条
例
の
制
定
・
一
部
改
正

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

奨
学
金
の
貸
付
額
を
引
き
上
げ

〜
奨
学
金
貸
付
基
金
条
例
〜

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

改正前 改正後

公立高校　　（月額） ８，０００ １１，０００

私立高校・高専（月額） １３，０００ 1５，０００

公立大学・短大（月額） １８，０００ ２０，０００

私立大学・短大（月額） ２０，０００ ２５，０００

【入学支度金】

高校・高専 ２０，０００ ４０，０００

大学・短大 ４０，０００ ５０，０００

【
奨
学
金
貸
付
額
】

性
別
に
と
ら
わ
れ
な
い
男
女

平
等
社
会
の
実
現
を
目
指
し
て

〜
男
女
共
同
参
画
推
進
条
例
〜

出
産
育
児
一
時
金
を
引
き
上
げ

〜
国
民
健
康
保
険
条
例
〜

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

乳
幼
児
医
療
費
を
就
学
前
ま

で
無
料
に

〜
乳
幼
児
医
療
費
支
給
条
例
〜

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

福
祉
棟
入
館
料
に

町
外
利
用
者
料
金
を
設
定

〜
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
条
例
〜

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

そ
の
他
の
議
案

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
議
員
の

任
期
延
長
と
負
担
金
率
の
変
更

〜
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
規
約
の
変
更
〜

４
事
業
所
の
固
定
資
産
税
を
免
除

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

（
賛
成
８
・
反
対
４
で
可
決
）

納税義務者 課税免除額 区　分

北九州計装㈱ 360,500 新　設
第１年度

㈱ナガワ 940,900 新　設
第１年度

㈱若松メカニクス 2,258,900 増　設
第１年度

大石産業㈱ 19,608,700 増　設
第１年度

合  　 計 23,169,000

平成２０年度固定資産税課税免除の内訳

平成２１年４月から利用料が一部変わる総合福祉センター
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